











































































































































































































































































































































































































































































































































墓地であれば ― 現在の日本では火葬率は99パーセントを超えている ― 、その設置を自由に
認めても公衆衛生上の問題はなんら生じないのであり、それゆえ、そうした墓地の経営について許
可制をとることは違憲であるという見解も成り立ちうる。しかし現実には、そうした見解はほとん
ど主張されていない52。
　また、各地方公共団体が定める墓地埋葬法施行条例は、許可基準として墓地の設置場所に関して
住宅や学校等の公共施設、河川などからの距離制限を定め、さらに許可申請の前に地方公共団体の
長との事前協議や近隣住民への説明会といった事前手続を踏むべきことを定めているが、それらに
ついて違憲を主張する見解もみない。焼骨によって公衆衛生上の問題が生じることは考えられない
としても、墓地埋葬法は「国民の宗教的感情」の保護や「その他公共の福祉」も目的としているの
であり、例えば住民の宗教的感情などを理由に墓地の経営に関してそうした制約を定めることも不
合理とはいえないと考えられているのであろう。
　このように「墓地経営の自由」に対する大幅な制約が容認されている反面で、散骨場の経営に関
しては、平成３年の法務省見解によってなし崩し的に散骨が「解禁」され、なんらの規制もなされ
ないうちに営利企業等による参入が進んでしまったために、当然に「散骨場経営の自由」があるか
のように考えがちである。しかし、墓地経営に関する規律との整合性を考えると、そうした自由を
広く認めることには疑問がある。
　墓地について永続的管理が必要とされるのは、言うまでもなく、墓地がいわば「死後の安住の場
所」であり、長期にわたって維持されることが通常期待されるからである。このことは、散骨場に
も同じように当てはまらないだろうか。そうだとすると、散骨場に関して、例えば市町村による公
営を原則としたり53、その経営に関して許可制を採用したりといった規制をしたとしても違憲とは
いえないように思われる。また、墓地埋葬法施行条例の距離制限規定について、「〔墓地が〕嫌忌施
設であるがゆえに生ずる精神的苦痛等から免れるべき利益」を保護するものであると説いた下級審
裁判例があるが54、嫌忌施設であるというのは散骨場も墓地と変わるところがなく、それゆえ、散
骨場の設置場所に関して墓地埋葬法施行条例の場合と同様の距離制限を定めることも許容されるで
あろう。
52	 管見の限り唯一の違憲説として、梶山・前掲注㉕46頁がある。
53	 これは政策論になるが、本当に散骨場の需要があるのなら、営利企業によって野放図に散骨場が設置されるよりは
いっそ、地方公共団体が（公営墓地内に）これを設置するというのも一案である。実際、例えばフランス（パリ市
営ペール・ラシェーズ墓地など）やイタリア（ミラノ市営ランブラーテ墓地など）では、公営墓地の中に散骨スペ
ースが設けられている。
54	 福岡高判平成20･５･27（裁判所ウェブサイト）。
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　実際、現在までに各地方公共団体が制定している散骨場の規制条例は、散骨場経営の許可制、設
置場所に関する距離制限、事前協議・説明会等の事前手続といった、墓地経営に関する規律と同様
の規律を散骨場の経営についても定めたにとどまっており、それらの条例を違憲と説くことはでき
ないように思われる。
おわりに
　散骨に対しては、「撒く側」の都市住民と、「撒かれる側」の「風光明媚な自然環境のなかで暮ら
す農村・山村・漁村の人々」との間の対立をもたらしたという指摘がなされることがある55。憲法
上「葬送の自由」が保障され、散骨は憲法的な保護を受けると考えることができるとしても、散骨
の地として選ばれる「風光明媚な自然環境」の中にも生活をしている人々がいるのであり、それら
の人々に対する配慮を欠いた散骨は、結局のところ、都市住民のエゴでしかない。
　このことに関連して、散骨あるいは散骨場の「悪者扱い」を招いた原因は直接的には問題の多い
方法で散骨を行った一部の業者にあるが、そうした業者の参入を許してしまったという点で、墓地
埋葬法との整合性を十分に検討しないままに散骨を「解禁」してしまった法務省の官僚と、この「法
務省見解」を無責任に流布させたマス・メディアも罪が重いというべきであろう56。商業化した葬
儀や墓地のあり方をよしとするかどうかはともかく、葬儀や墓地はいまや一大ビジネスなのであり、
散骨は必ずしも犯罪ではないばかりか、墓地埋葬法の厳しい規律に服することなく行うことができ
るということになれば、これをビジネスチャンスとみた業者が玉石混交の状態で参入してくること
は、容易に想像できたはずである。
　しかし、国は、散骨または散骨場に関する規律の問題は地方公共団体に委ねるという立場のよう
である。事実、厚生省（当時）の『これからの墓地等の在り方を考える懇談会報告書』（平成10年）57
は、「散骨を希望する者が適切な方法により散骨を行う自由を前提にした上で必要な規制を行うこと
が適当である」としつつ、「葬送方法には強い地域差があると考えられること、また、墓地埋葬に関
する規制権限は地方自治法上団体委任事務〔現在は、自治事務〕とされていることから、それぞれ
の地方の実情を踏まえて、地方自治体の条例で定めることが適当である」と述べ、「国としては、散
骨の定義、散骨が許容される区域等を定める基準、行為規制の態様、制裁の程度など条例の準則を
示す」にとどめるとする考え方を示している。それゆえ、散骨・散骨場の規律の問題に関しては、
55	 森・前掲注⑹56頁。
56	 森・前掲注⑹35頁。もちろん、墓地埋葬法は法務省の所管には属しないから、法務省としては散骨の刑法上の問
題についてのみ見解を示したのだという言い訳もありうる。しかし、葬送の問題に関して刑法以外に墓地埋葬法に
よる規律も存在することが分かっているときにこれに注意を促すことをしないというのは、決して誠実な態度と
は思われない。森・前掲注⑹54頁参照。
57	 生活衛生法規研究会・前掲注⑴347頁に所収。
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今後も地方公共団体は、各々独自に条例で取り組むほかなく、その際には一方では「葬送の自由」	
に目配りしつつも、他方では住民の宗教的感情等を考慮して、適切に対応することが期待されるの
である。
＊	本稿は、平成30年６月16日に岡山大学で開催された第24回岡山行政法実務研究会での報告に加
筆・修正をしたものである。
＊	本稿は、平成29年度科学研究費助成事業・基盤研究🄒「『死者の尊厳』の憲法上の位置づけと墓
地埋葬法制」（課題番号：17K03373）の研究成果の一部である。
表　地方公共団体による散骨・散骨場の規制の一覧
地方公共団体名 関連する条例等
長沼町（北海道） 長沼町さわやか環境づくり条例（平成17年３月16日条例第10号）
長沼町さわやか環境づくり条例施行規則（平成17年４月７日規則第４号）
七飯町（北海道） 七飯町の葬法に関する要綱（平成18年３月14日要綱第１号）
岩見沢市（北海道） 岩見沢市における散骨の適正化に関する条例（平成19年９月18日条例第22号）
岩見沢市における散骨の適正化に関する条例施行規則（平成19年９月18日規則第29号）
諏訪市（長野県） 諏訪市墓地等の経営の許可等に関する条例（平成12年３月28日条例第８号。平成18年
３月27日条例第16号による改正後のもの）
諏訪市墓地等の経営の許可等に関する条例施行規則（平成12年３月28日規則第２号。
平成18年３月27日規則第２号による改正後のもの）
秩父市（埼玉県） 秩父市環境保全条例（平成17年４月１日条例第187号。平成20年12月18日条例第38号
による改正後のもの）
秩父市環境保全条例施行規則（平成17年４月１日規則第138号。平成21年11月12日規
則第39号による改正後のもの）
本庄市（埼玉県） 本庄市散骨場の設置等の適正化に関する条例（平成22年３月31日条例第１号）
本庄市散骨場の設置等の適正化に関する条例施行規則（平成22年３月31日規則第11号）
湯河原町（神奈川県） 湯河原町散骨場の経営の許可等に関する条例（平成26年７月31日条例第22号）
湯河原町散骨場の経営の許可等に関する条例施行規則（平成26年８月５日規則第14号）
箱根町（神奈川県） 箱根町散骨場の経営の許可等に関する条例（平成27年９月28日条例第21号）
箱根町散骨場の経営の許可等に関する条例施行規則（平成27年９月28日規則第29号）
御殿場市（静岡県） 御殿場市散骨場の経営の許可等に関する条例（平成21年３月９日条例第19号）
御殿場市散骨場の経営の許可等に関する条例施行規則（平成21年３月９日規則第３号）
熱海市（静岡県） 熱海市まちづくり条例（平成17年３月18日条例第２号）
熱海市まちづくり条例施行規則（平成17年６月28日規則第19号）
熱海市散骨場の経営の許可等に関する条例（平成27年６月29日条例第27号）
熱海市散骨場の経営の許可等に関する条例施行規則（平成27年６月29日規則第17号）
熱海市海洋散骨事業ガイドライン（平成27年７月１日）
伊東市（静岡県） 伊東市散骨場等の経営の許可等に関する条例（平成27年12月15日条例第44号）
伊東市散骨場等の経営の許可等に関する条例施行規則（平成27年12月15日規則第40号）
伊東市における海洋散骨に係る指針（平成28年２月１日）
三島市（静岡県） 三島市散骨場の経営等の許可等に関する条例（平成29年12月15日条例第39号）
三島市散骨場の経営等の許可等に関する条例施行規則（平成29年12月15日規則第49号）
